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１ 令和５年度監査実施状況 

平塚市監査基準（令和２年４月１日施行）に準拠して、次のとおり監査を実施した。 

 

（１） 財務（定期）監査（地方自治法（以下「法」という。）第199条第１項及び第４項） 

・財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理の監査は、部単位（行政委員会等を含む。）で実

施した。対象は、前期（４～６月）は令和４年度分、後期（９～３月）は令和５年度分とした。 

・小学校及び中学校における予算の執行、収入・支出事務及び財産の管理事務並びに幼稚園及び公民館

における財産管理事務の現地調査及び監査については、９～10月に実施した。 

 

ア 一般監査（予算の執行、収入・支出事務、財産管理事務） 

（ア） 監査対象部局・監査対象課・監査実施日 

 

監査対象部局 

（機構順） 
監査対象課 監査実施日 

市長室 災害対策課 令和６年２月19日 

企画政策部 マイナンバー推進課 令和５年９月25日 

総務部 契約検査課、庁舎管理課 令和６年２月19日 

産業振興部 農水産課 令和６年２月19日 

市民部 市民情報・相談課、文化・交流課 令和５年６月５日 

福祉部 障がい福祉課、介護保険課 令和５年11月22日 

健康・こども部 健康課、保険年金課 令和５年11月22日 

環境部 環境保全課 令和５年９月25日 

まちづくり政策部 まちづくり政策課 令和５年12月26日 

都市整備部 都市整備課、総合公園課 令和５年９月25日 

土木部 
道路管理課、道路整備課 令和５年６月29日 

下水道経営課（企業）、下水道整備課（企業） 令和６年３月22日 

行政委員会等 会計課 令和５年12月26日 

教育総務部 学校給食課 令和５年６月29日 

学校教育部 学務課、教職員課 令和５年６月29日 

社会教育部 中央公民館、スポーツ課 令和５年６月５日 

消防本部 消防総務課、予防課、消防救急課、情報指令課 令和６年１月30日 

市民病院 経営企画課、病院総務課、医事課 令和５年４月28日 

（注１）網掛け…財務に関する事務で、指摘又は要望事項があり、措置内容があるもの 

    （注２）下線…財産の管理事務（備品や施設等）で、指摘事項等の記載があるもの 
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  （イ） 監査結果 

ａ 指摘・要望事項（財務や財産に関する事務で、文書により公表したもの） 

指摘事項   10件    

要望事項    １件      合計11件 

 

分類 

指摘事項 ①法令に違反すると認められる事案 

②予算目的に反していると認められる事案 

③不経済な行為又は損害が生じていると認められる事案 

④事務処理等が適切を欠くと認められる事案 

⑤経済性、効率性又は有効性の観点から改善が必要と認められる事案 

⑥事務・事業の執行に当たり、今後、改善又は見直しが必要であると認め

られる事案 

⑦前回までの監査で指摘事項又は要望事項となっている事案であって、是

正、改善等のための努力又は検討がなされていないと認められるもの 

要望事項 要望又は付言をする必要があると認められる事項 

ただし、改善を求める事項が監査対象部課にとどまらず他部課にも関連す 

る場合、その事務を総括する部課に対し要望事項として全体的な対応を求 

める 

 

・財務や財産に関する事務の執行について、次の記載以外の課（要望事項を受けた課も含む。）

については適正に行われているものと認められた。 

       

〇 市民部 市民情報・相談課（令和５年６月５日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 収入事務において、市外在住者に対応 

するために発行した情報公開に係るコ

ピー代の納入通知書に納期限設定誤り

があった。平塚市財務規則等に則り事務

処理方法を再度確認し、今後の事務執行

に当たり適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 収入事務における市外在住者への納入 

通知書の新規発行及び再発行にあたって

は、平塚市財務規則第41条の規定に基づ

き、指定納入期日について、通知の日か

ら２週間以内の納期限の設定を徹底いた

します。 

また、納入義務者に対しては、指定納

入期日までの納付の徹底について、丁寧

に説明をしてまいります。 
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     〇 市民部 文化・交流課（令和５年６月５日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 収入事務において、文化芸術ホール自

動販売機電気使用料の納入通知書に納期

限設定誤りが散見された。平塚市財務規

則等に則り事務処理方法を再度確認し、

今後の事務執行に当たり適正な措置を講

じられたい。 

 

 

（１） 文化芸術ホール自動販売機電気使用料

の納入通知書の納期限については、行政

財産使用許可（自動販売機設置許可）に

伴う許可条件において納期限を 30 日と

設定すべきところを設定がもれていたた

め、平塚市財務規則等に則り２週間以内

の納期限を設定するべきでした。今回の

納期限設定誤りは、行政財産使用許可（自

動販売機設置許可）に伴う許可条件に納

期限を 30 日と設定していると誤認して

しまったことが原因です。 

今後は、行政財産使用許可（自動販売

機設置許可）に伴う許可条件の内容をし

っかりと精査し納期限を設定します。 

 

     〇 社会教育部 中央公民館（令和５年６月５日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 収入事務において、地区公民館施設使

用料の調定及び科目更正に誤りがあっ

た。平塚市財務規則等に則り事務処理方

法を再度確認し、今後の事務執行に当た

り適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 調定伝票起票時に起案者・決裁者とも

に費目と件名を慎重に確認します。また、

年度末に実施している歳入総確認に加

え、年度中間時に起票済調定伝票の費

目・件名確認を実施します。 
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〇 土木部 道路管理課（令和５年６月29日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 契約事務において、道路台帳整備事業 

における委託に地方自治法施行令及び

平塚市契約規則に定める随意契約の適

用条項誤りがあった。 

また、前回監査の指摘事項と同様に、

道路施設維持管理事業における委託に

地方自治法施行令に定める随意契約の

適用条項誤りがあった。 

平塚契約規則等に則り事務処理の方

法を再度確認し、同じ誤りを繰り返さな

いようチェック体制の強化を図るなど、

今後の事務執行に当たり適正な措置を

講じられたい。 

 

 

（１） 適用条項の確認については、契約検査

課が発行している「平塚市随意契約ガイ

ドライン」の適用条項を簡潔にまとめ、

業務別に適用条項の一覧表を作成し、各

職員が確認できるように改善いたしま

す。 

また、決裁書類の中に適用条項がわか

るようにし、担当者及び決裁者による確

認を行います。 

 

        〇 企画政策部 マイナンバー推進課（令和５年９月25日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 支出事務において、文書デジタル保 

存機器賃貸借契約の執行伺に不要な契

約規則条項の記載があった。 

平塚市契約規則等に則り事務処理の 

方法を再度確認し、今後の事務執行に当

たり適正な措置を講じられたい。 

 

 

 

（１） 事務処理マニュアルに本指摘事項内容

及び正しい処理方法を記載するほか、契

約事務を行う際、平塚市契約規則及び平

塚市随意契約ガイドラインの規定に基づ

き、適用する条項が適当であるか二重確

認を行うなど、適正に事務を執行してま

いります。 
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〇 福祉部 障がい福祉課（令和５年11月22日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 収入事務において、その他雑入に係る 

納期限設定誤りがあった。 

平塚市財務規則等に則り事務処理の 

方法を再度確認し、今後の事務執行に当

たり適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 当課で取り扱う歳入においては法令等

に別に定めるものが存在しないため、財

務規則第 41 条に則り、納期限を２週間

以内に設定しなければならないことを

課内全体で再確認いたしました。 

納付書の発行にあたっては、担当職員

２名によるダブルチェックをした上で、

決裁を受けることとします。 

また、経済的な理由から納期限内に支

払いが出来ない債務者に対して履行を

促すため、納期限が過ぎた以降も送付し

た納付書を使って速やかに支払いする

必要があることを、通知文の中で説明し

ていきます。 

 

〇 健康・こども部 健康課（令和５年11月22日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 収入事務において、行政財産使用料及 

び保健センター施設使用料（事務室等）

について、納期限設定誤りが散見される

とともに、納期限に関する不適切な事務

処理が認められた 

（２） 契約事務において、新型コロナウイ 

ルスワクチン接種体制確保事業の委託

の現年分及び繰越明許分について、随意

契約における適用条項誤りがあり、休

日・夜間救急医療推進事業の委託につい

ては、前回監査に続き委託契約書に基づ

く法定資格者に関する書面による確認

を行っていないものがあった。平塚市財

務規則等に則り事務処理の方法を再度

確認し、今後の事務執行に当たり適正な

措置を講じられたい。 

 

 

（１） 全課員で財務規則第41条の内容を確 

認しました。調定伝票作成時に納期限を

設定しない場合は納入通知を発送する

際、調定伝票の欄外に納入通知発送日を

記載し、その日から２週間以内の日を納

期限として記入します。 

（２） 適用条項誤りについては、契約を行う 

際に、各担当者で「平塚市随意契約ガイ

ドライン」を確認し契約事務を行い、ダ

ブルチェック体制で契約内容を精査し

ます。委託契約書に基づく法定資格者の

書面確認については、契約書に定める事

項を受託者と共有し、提出書類に漏れが

ないよう指導していきます。 

 

（１）（２）の再発防止対策としてマニュアル

の整備・周知・引継ぎを全課員に徹底します。 
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〇 健康・こども部 保険年金課（令和５年11月22日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

その他 

（要望事項） 

（１） 「３監査の方法及び監査項目」の内容 

により監査を実施した結果は、ア及びイ

で述べたとおりであるが、市から令和５

年11月24日に「所得情報連携誤りによ

り、日本年金機構の障害基礎年金と障害

年金生活者支援給付金の算定に誤りが

生じ、過払いが発生した」ことが公表さ

れた。さらに、令和５年 12 月１日には

「所得情報連携誤りにより、神奈川県後

期高齢者医療広域連合が決定する保険

料等に誤りが発生した」ことが公表され

た。 

両事案については、システムのバージ

ョンアップ漏れ等により一部の所得情

報が誤って提供されたことが要因で発

生したものであり、既にそれぞれシステ

ム改修を実施し、対象者に対して説明及

び謝罪をしたところである。 

今後、こうした誤りを発生させないた

めに、システム更新に係る作業内容の確

認、検証の徹底等、再発防止策を確実に

実行するとともに、対象となる市民につ

いては、年金の返還や保険料等の追加納

付による負担が生じることから、引き続

き丁寧な対応に努めるよう要望する。 

 

 

（１） 国民年金システムについては、バージ 

ョンアップを行う際にプログラム等の

適用漏れが生じないよう作業前のチェ

ック体制を強化するとともに、作業後に

システム事業者から提供してもらう専

用ツールを用いて複数の職員で検証す

ることで、再発防止に努めます。後期高

齢者医療システムについては、システム

事業者における仕様の確認を徹底する

とともに、内容を複数の職員で確認し再

発防止に努めます。 

また、対象となる市民に対しては、個

別訪問等により説明及び謝罪をし、御理

解をいただいたところですが、引き続き

丁寧な対応に努めます。 

 

〇 消防本部 消防総務課、予防課、消防救急課、情報指令課（令和６年１月30日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 契約事務において、消防施設管理事業 

の使用料及び賃借料に係る準備契約の

事務手続きに誤りがあった。 

平塚契約規則等に則り事務処理の  

方法を再度確認し、今後の事務執行に当

たり適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 準備契約をする際の契約日を消防本部

内で確認しました。また、契約検査課の

準備契約に関する通知を再周知します。 

指摘事項に関する消防長通知を消防

本部内に出し、本案件の契約書類ととも

に保管することで、再発防止に努めま

す。 
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〇 総務部 庁舎管理課（令和６年２月19日監査実施） 

  監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１） 収入事務において、行政財産使用料に

ついて納期限の設定誤りが散見された。 

平塚市財務規則等に則り事務処理の方

法を再度確認し、今後の事務執行に当た

り適正な措置を講じられたい。 

 

 

（１） 行政財産使用許可に伴う許可条件に

「使用料は、年額前納とし、納入通知書

（又は納付書）に記載の日までに納付す

ること。」という文言を追加し、納付期限

の設定を課内で再確認しました。 

 

 

〇 産業振興部 農水産課（令和６年２月19日監査実施） 

監査の結果 措置の内容 

財務に関する事務 

（指摘事項） 

（１）  一般会計の収入事務において、漁港

施設使用料について納期限の設定誤り

及び督促状の送付遅延が見受けられ

た。また、水産物地方卸売市場事業特

別会計の収入事務において市場施設の

使用指定に係る事務手続き漏れがあっ

た。 

前々回及び前回の監査においても収

入事務等について指摘事項があり、再

発防止に取り組んでいくとのことであ

ったが、今回の監査においても事務処

理誤りが指摘されたことは誠に遺憾で

あり、事務執行体制に課題があると言

わざるを得ない。 

誤った事務処理が生じた原因をしっ

かり分析した上で、事務引継ぎの徹底

や事務処理マニュアルの再点検など実

効性のある具体的な防止策を講じると

ともに、管理職・上席者によるチェッ

ク機能を働かせ、組織として確実かつ

適切に事務執行する体制を構築された

い。 

 

 

（１） 業務が多岐にわたることから、各担当 

に経理担当者を配置し、担当長とともに

複数の職員でチェックする体制を整え

てきましたが、改めて今回、対応しきれ

ていないことが判明しました。このた

め、再度、管理体制の整備について検討

し、次のとおり対応することといたしま

した。 

ア 予算議決後速やかに、案件名、調定

日、納期限、金額等を管理するエクセ

ル表を作成し、定期的に課長担当長会

議で議事として取り上げ、確認を行い

ます。また、臨時的な使用許可等の歳

入については、起案時に調定伝票の起

票日と納期限、督促状送付日等を要旨

に記載して、漏れのないようにしてい

きます。 

イ 従来から取り組んできた、庁内ポー

タルのスケジュールに納期限を記載

することについて、再度課内周知し、

確認の徹底を図ります。 

ウ 携わる業務の根拠等を的確に把握

するとともに、責任ある業務への取り

組みを実践するため研修に積極的に

参加し、スキルアップを図ります。 
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ｂ 主な指摘項目（ａの指摘事項を含む。） 

（ａ） 歳入 

（ⅰ） 指摘した課    ７課 

（ⅱ） 主な指摘項目   下記表参照 

（ｂ） 歳出 

（ⅰ） 指摘した課    ３課 

（ⅱ） 主な指摘項目   下記表参照 

（ｃ） その他        

（ⅰ） 指摘した課    ３課 

（ⅱ） 主な指摘項目   下記表参照 

分類 

未作成 作成すべき書類を作成していない 

時期誤り、漏れ 書類の日付の記載（時期）に誤りがある 

金額誤り 金額の記載に誤り（未更正を含む。）がある 

その他の記載誤り、漏れ 日付、金額以外の記載に誤りがある 

印漏れ、誤り 押印が漏れて（誤って）いる 

（入札）適用条項誤り 入札にあたっての適用条項に誤りがある 

（随意契約）適用条項誤り 随意契約にあたっての適用条項に誤りがある 

実態とのかい離 契約と実態にかい離がある 

その他の誤り（上記以外） 上記以外の誤りがある 

  主な指摘項目 

歳入 

  40件 

 

調定 

 ・その他の誤り １件 

納入通知書兼領収書または納付書 

 ・時期誤り、漏れ 29件 

 ・その他の誤り 10件 

 

歳出 

  ６件 

契約執行伺   

・（随意契約）適用条項誤り １件 

執行伺 

・（随意契約）適用条項誤り ５件 

 

その他 

  ３件 

その他 

 ・時期誤り、漏れ １件 

 ・その他の誤り（上記以外） ２件  
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・財産の管理事務（備品の管理事務を除く。）については、次の記載以外の課については良好に管理

されていた。 

 

    〇 教育総務部 学校給食課（令和５年６月29日監査実施） 

施設名 監査結果 

東部学校給食共同調理場 【車庫】 

・シャッター上部の柱に錆びあり 

【調理場】 

・２階事務所、廊下にタイル剥がれ 

・全体的にシーリング材の亀裂や硬化 

・玄関天井に漏水、シミ 

北部学校給食共同調理場 【車庫】 

・外壁の塗膜剥がれ、亀裂 

・鉄筋の露出、錆汁 

【調理及び管理棟】 

・消防設備基礎コンクリートに亀裂 

・外壁シーリング材の亀裂や硬化 

 

 

    〇 都市整備部 総合公園課（令和５年９月25日監査実施） 

施設名 監査結果 

管理棟（動物園） 外壁の木造部分が剥落 

内装剥落 

小動物舎（動物園） 柵の基礎部分に錆つきによる剥落 

 

 

    〇 消防本部 消防総務課、予防課、消防救急課、情報指令課（令和６年１月30日監査実施） 

施設名 監査結果 

本署 車庫前コンクリートのクラック 

金目出張所 外壁塗装の浮きや剥がれ、トイレ照明灯等のスイッチ接触不

良、各所雨漏り 

第９分団 シーリング全体に劣化や剥離 

第12分団 沈下により万年塀の平板に隙間 

 

 

    〇 市長室 災害対策課（令和６年２月19日監査実施） 

施設名 監査結果 

金田水防倉庫 軒下の壁に僅かな隙間あり 

防災備蓄倉庫（河内） 入口付近に僅かな泥の流入が見られる 

防災備蓄倉庫（東真土二丁目） 軒先の一部破損あり 
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イ 小学校・中学校・幼稚園・公民館の監査 

  （ア） 対象施設（令和５年10月31日監査実施）（令和５年９月に現地調査） 

小学校 ８校 崇善、港、松原、富士見、花水、八幡、南原、なでしこ 

中学校 ５校 江陽、太洋、春日野、浜岳、神明 

幼稚園 １園 土屋 

公民館 ８館 吉沢、花水、なでしこ、中原、土屋、城島、岡崎、豊田 

計 22施設 

 

 

（イ） 監査結果 

  ａ 小学校、中学校、幼稚園 

  （ａ） 経理事務の状況   次のとおり処理されていた。 

  （ｂ） 備品の管理状況   次のとおり管理されていた。 

  （ｃ） 施設の管理状況   次のとおり管理されていた。 

                 要望事項１件（学校施設） 

    小学校 ８校 

小学校名 監査結果 

崇善小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、370点中45点を実査し、良好に管理されていた。 

港小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、401点中45点を実査し、良好に管理されていた。 

松原小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、263点中46点を実査し、良好に管理されていた。 

富士見小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、418点中46点を実査し、良好に管理されていた。 

花水小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

【施設】 

①中棟校舎 １階階段下倉庫 ガラス割れ２か所 

②中棟校舎 階段手摺なし。 

③中棟校舎 屋上煙突 接合部の劣化及び損傷 

④中棟校舎 防火シャッター 閉鎖不良 

⑤北棟校舎 防火扉 順位調整機未設置、全開せず。 

⑥北棟校舎 防火シャッター 手動閉鎖装置押破り板破損、ワイヤー劣

化、くぐり戸の設置 

⑦北棟校舎 防火シャッター 危害防止装置未設置 

⑧南棟校舎 防火シャッター 降下不可 

⑨南棟校舎 防火シャッター 危害防止装置未設置 

⑩南棟校舎 防火扉 扉閉鎖時間が速い。 

３ 備品については、534点中48点を実査し、良好に管理されていた。 

八幡小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 
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【施設】 

①校舎 Ｒ階パラペットクラック多数 

②校舎 防火シャッター ヒューズ作動せず。 

③校舎 防火シャッター 危害防止装置未設置、竪穴区画にインターロ

ッキング型スラット設置 

④校舎 防火シャッター 全開しない、開閉機不良 

⑤屋内運動場 防火扉 閉鎖速度 

⑥屋内運動場 防火シャッター 竪穴区画にインターロッキング型スラ

ット設置 

【遊具】 

①築山遊具 土止め丸太腐朽、土管破損、土砂流入、木の根露出 

３ 備品については、236点中45点を実査し、良好に管理されていた。 

南原小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

【施設】 

①校舎 防火シャッター竪穴区画にヒューズ式設置、インターロッキン

グ型スラット設置、危害防止装置未設置 

②校舎 防火シャッター降下せず。 

③校舎 １階玄関倉庫 内壁クラック 

【遊具】 

①放射型滑り台 腐食、指や頭等挟み込み、安全領域不足、落下防止柵

高さ不足、傾き。 

②木製複合遊具 腐食、塗装剥離、滑降面パイプ破損、腐朽、ぐらつき、

摩耗、割れ、基礎露出 

３ 備品については、189点中46点を実査し、良好に管理されていた。 

なでしこ小学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

【施設】 

①擁壁 内側外側擁壁爆裂 

②校舎 防火シャッター 危害防止装置未設置 

③校舎 家庭科準備室 天井仕上げ材破損 

④校舎 屋上 防水立ち上がり劣化 

⑤校舎 ３階屋上 目地棒うき、パラペット立ち上がりクラック 

３ 備品については、216点中45点を実査し、良好に管理されていた。 

 

     中学校 ５校 

中学校名 監査結果 

江陽中学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、353点中58点を実査し、良好に管理されていた。 

太洋中学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、429点中54点を実査し、良好に管理されていた。 

春日野中学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 備品については、430点中57点を実査し、良好に管理されていた。 
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浜岳中学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

【施設】 

①北棟校舎 防火区画の設置 

②北棟校舎 防火シャッター 危害防止装置未設置 

③北棟校舎 １階昇降口 施錠装置不備 

④南棟校舎 防火シャッター 危害防止装置未設置 

⑤南棟校舎 防火シャッター 開閉機不良、ワイヤー切れ。 

⑥南棟校舎 防火扉 閉鎖時間不良 

⑦南棟校舎 防火扉 全開しない。 

⑧南棟校舎 非常口 扉施錠不備 

⑨屋内運動場 防火シャッター 危害防止装置未設置 

３ 備品については、521点中57点を実査し、良好に管理されていた。 

神明中学校 １ 経理事務については、適正に処理されていると認められた。 

２ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

【施設】 

①校舎 ３階防火シャッター 降下せず。 

【遊具】 

①バスケットゴール ネット破損、全体腐食 

②バックネット 全体腐食、ネット破損、土台亀裂 

３ 備品については、405点中56点を実査し、良好に管理されていた。 

 

     幼稚園 １園 

幼稚園名 監査結果 

土屋幼稚園 １ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

【施設】 

  ①擁壁のひび割れ。 

２ 備品については、25点中25点を実査し、良好に管理されていた。 

 

〇 要望事項 

学校施設の修繕については、国の財源を活用する大規模修繕を計画的に行い、できる限り速

やかに対応するとともに、防火設備など特に安全性が懸念される場合には、児童生徒の安全・

安心確保の観点から早急な対応を要望するところである。 

 

 

ｂ 公民館 

  （ａ） 備品の管理状況   次のとおり管理されていた。 

  （ｂ） 施設の管理状況   次のとおり管理されていた。 

                    

公民館名 監査結果 

吉沢公民館 １ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 
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①外壁・建具 北側の床面から建物壁面にヘアクラック（軽微クラック） 

２ 備品については、21点中21点を実査し、良好に管理されていた。 

花水公民館 １ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

①公民館 屋根 アンテナに腐食 

②公民館 外壁・建具 東側外壁、ホール非常階段に細かな亀裂、微小な

錆汁 

③公民館 外壁・建具 １階和室、２階会議室、集会室の開閉不可の窓 

④公民館 内装 １会議室南側、調理室北側にシミ、漏水 

⑤公民館 内装 １・２階トイレ、１階廊下 亀裂 

⑥公民館 外構 北東フェンス 傾き 

⑦公民館 外構 敷地内 隆起・凹凸・傾き 

２ 備品については、82点中45点を実査し、良好に管理されていた。 

なでしこ公民館 １ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

①駐輪場 屋根 ガラスにひび割れ。（応急処置済み） 

②駐輪場 外壁・建具 塗装剥がれ、柱錆汁 

③駐輪場 外構 隆起、陥没 

④公民館 屋根 防水層はがれ、スレート浮 

⑤公民館 外壁・建具 外階段クラック（立ち入り禁止）、タイル剥がれ、

シーリング硬化、雨樋の外れ。 

⑥公民館 外壁・建具 窓開閉不可、開閉異常 

⑦公民館 内装 モルタルに穴（プレート補修） 

⑧公民館 内装 家具転倒防止未設置 

⑨公民館 外構 花壇ひび等、駐車場隆起 

⑩公民館 照明 各部屋及び外、風除室破損、安定器故障、外照明錆 

２ 備品については、64点中64点を実査し、良好に管理されていた。 

中原公民館 １ 施設については、総体的に良好に管理されていたが、維持管理上次の箇

所は補修又は経過観察を要すると認められた。 

①公民館 屋根 体積除去後、再度体積している。 

② 駐輪場 外壁・建具 塗装剥がれ、錆 

③ 駐輪場 屋根 塗装はがれ、錆 

２ 備品については、37点中37点を実査し、良好に管理されていた。 

土屋公民館 １ 備品については、47点中47点を実査し、良好に管理されていた。 

城島公民館 １ 備品については、64点中38点を実査し、良好に管理されていた。 

岡崎公民館 １ 備品については、29点中29点を実査し、良好に管理されていた。 

豊田公民館 １ 備品については、22点中22点を実査し、良好に管理されていた。 
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（２） 行政（重点）監査（法第199条第２項） 

重点テーマを設定し、定期監査の中で行政（重点）監査を実施した。 

 

ア 重点テーマ 

「公金における現金の管理について」 
 

監査における着眼点を次のように定めた。 

（ア） 前回監査時に不備を指摘された点が改善されているか 

a 現金を取り扱う各課においてマニュアルが整備されているか 

b マニュアルには必要事項が定められているか 

c 会計管理者による検査が適正に実施されたか 

（イ） 公金の取扱いはマニュアルに沿って適正に管理されているか 

a 現金の収納及び確認体制は整備されているか 

b 現金の保管体制は適切に整備されているか 

c 私人徴収事務の委託は適切に行われているか     

イ 監査対象 

平成30年度監査の結果を受けて改善に取り組んだ現金取扱事務及び令和5年度9月末時点で取 

り扱う現金の直接収納事務     

ウ 監査結果 

法第199条第２項の規定に基づく監査を執行し、同条第９項の規定によりその結果に関する報告を

行った。 

 

（ア） 監査結果 

令和5年度の行政（重点）監査は、「公金における現金の管理について」をテーマとした。主に、現 

金取扱マニュアルの整備状況、マニュアルの整備事項及び会計管理者による検査の実施状況並びに現金

の収納確認体制、保管体制及び私人徴収委託業務の適正性を着眼点に監査を実施した。 

     これを踏まえて実施した監査の結果は、前節のとおりである。今回の監査実施により、本市の収納事 

務に関する現金取扱事務の実態が以下のとおり明らかになった。 

     まず、現金取扱マニュアルの整備状況及びマニュアルの整備事項については、ほとんどの課において 

マニュアルが整備されその内容も適切なものであったが、一部の課、出先施設においてマニュアルの未 

整備や内容に不足がある事例が見受けられたため、当該所属においては早急にマニュアルの整備、改善 

をされたい。 

     次に、会計管理者による検査の実施状況については、現金を取り扱うすべての課において実施され、 

不適切な事例については指導を行うなど財務規則に則った運用が図られていた一方で、検査時には見つ 

からなかった不備等が監査において複数見受けられた。会計管理者は監査結果を踏まえ、検査項目や着 

眼点の整理を図り、より有用性の高い検査となるよう努められたい。 

次に、現金の収納確認体制については、ほとんどの課において適正に取り扱われていたが、一部の課

で現金取扱員以外の者が現金を取り扱っている事例があった。また、現金の保管体制については、一部

の出先施設において前回監査時に指摘された個人での保管がいまだに続いている事例があった。さらに、

速やかに納入することが可能であるにもかかわらず、業務効率を理由として金融機関への払込みを遅ら

せている事例もあった。こうした事例は公金の取扱いとして不適切であるため、早急に改善されたい。 
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最後に、私人徴収委託業務の適正性について、法令規則で定めた費目以外の委託はないことを確認し、

契約内容や告示にも不足はなかった。引き続き適正な執行に努められたい。 

公金における現金の取扱いについては、平成30年度の重点監査の結果を踏まえ、市全体としてマニュ 

アルの整備等が進み取扱いの改善も図られたが、一部不適切な事案も見受けられたので、早急な改善を

望むものである。また、市職員は職務においてやむを得ず、協議会や実行委員会などの経理事務に携わ

る機会がある。こうした場合に扱う現金については、公金との混同を防ぐため別の金庫等で管理した上

で、公金と同じく適切に取り扱うよう引き続き努められたい。 

前回の重点監査においては、現金の盗難、紛失に対するリスク回避や事務の効率化の観点から「出納

事務の一元化」及び「現金取扱事務のリスクに係る職員の意識改革」についても要望したところである。

出納事務の一元化については実現に至っていないものの、新型コロナウイルス感染症拡大防止を契機に

非接触型のレジスターや券売機の整備、キャッシュレス決済の導入が進み現金の取扱機会が減少したこ

とでリスクの抑制が図られている。職員のリスクに対する意識改革については、マニュアルに明記した

上で資金前渡に係る事務を中心に可能なものから口座振込に切り替えるなど、現金取扱事務の見直しが

図られている。 

今後もこうした取組みを継続し、より安全な公金管理に努めるとともに、今回の監査において指摘し

た事項についても速やかに改善を図り、適正な公金の取扱いを徹底して、市民の信頼に応えるよう取り

組んでいくことを望むものである。 

 

 

（３） 随時監査（法第199条第１項及び第５項） 

ア 工事監査 

工事監査は、「地方公共団体の長等によって行われた工事が適法に合理的、能率的に行われてい

たか、また、経済的に妥当なものであったか。」を財務・技術両面を通して監査するものである。 

監査に当たっては、計画、設計、施工管理、契約及び財務事務執行など全体にわたる監査を実施

するものであるが、監査対象工事の候補が不存在であったため中止した。 

 

 

（４） 財政援助団体等監査（法第199条第７項） 

ア 出資団体監査 

   隔年で実施する運用としたため、令和５年度は実施しなかった。 

イ 指定管理者監査 

３課４協定分、指定管理者４団体における事務執行について、令和５年10月25日に監査を行っ

た。 

 

（ア）対象団体 

    a 福祉会館 

    所管課：福祉部 福祉総務課 

    指定管理者：社会福祉法人平塚市社会福祉協議会 

  b 南部福祉会館  

    所管課：福祉部 福祉総務課 
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    指定管理者：ワーカーズコープ・東急コミュニテイー共同事業体 

  c 袖ケ浜デイサービスセンター 

    所管課：福祉部 高齢福祉課 

    指定管理者：社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会 

  d  馬入ふれあい公園 

    所管課：都市整備部 総合公園課 

    指定管理者：サカタのタネグリーンサービス・湘南ベルマーレＳＣ共同事業体 

（イ） 監査結果 

全体的な所感として、指定管理者の事務処理誤りが散見されるとともに、市の対象部課における

確認不足が多い状況であったので、監査の結果を庁内関係課で共有して適正な事務執行につなげら

れたい。 

また、一部施設においては、指定管理者選定時における事業者の見込み誤りに起因する指定管理

料を上回る経費の支出が複数年にわたっていることが確認された。この様な事業者の誤認は、適正

な選定手続きであっても、事業継続におけるリスク要因ともなるため、選定手続きにおいて事業者

が事業内容を正しく理解できるよう、引き続き市として努められたい。 

 

   a 指摘事項（文書で公表したもの） 

 

・対象部課においての指定管理者の指定手続、管理の協定その他事務及び対象団体（指定管理者）

においての管理の協定に基づく義務の履行に係る出納その他の事務や財産の事務の執行につ

いて、次に記載以外の施設については適正に行われているものと認められた。 

 

【福祉会館】 

〇 福祉部 福祉総務課 

  監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 対象部課において、指定管理者から提 

出された指定管理業務事業報告書につ

いて、第三者委託した業務で実績報告が

ないもの、指定管理業務の一部が自主事

業と誤ったもの、第三者委託業者名を誤

ったものがあったので、確認体制を強化

するとともに、対象団体への指導を徹底

されたい。 

（２） 対象部課において、指定管理者が第三 

者委託している業務について、書面によ

る市の承認がないものがあったので、確

認体制を強化するとともに、対象団体へ

の指導を徹底されたい。 

 

（１） 指摘事項については、指定管理者に対 

し、「複数名のチェックの上、事業報告

書における記載漏れ、記載誤りを防ぐこ

と」及び「指定管理業務と自主事業を明

確に分けること」を指導しました。 

    また、報告書の記載内容を十分に確認

し、適切な報告がなされるように点検を

強化します。 

（２） 指摘事項については、指定管理者に対

し、指定管理業務第三者委託承認依頼書

を提出する際に、複数名のチェックの

上、すべての対象案件を確実に記入する

ように指導しました。 

    また、事業計画書に記載される「第三

者業務委託」の項目と突合し、漏れがな

いことを確認します。 
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○ 指定管理者：社会福祉法人平塚市社会福祉協議会 

  監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 対象団体において、市に提出した指

定管理業務事業報告書について、第三

者委託した業務で実績報告がないも

の、指定管理業務の一部が自主事業と

誤ったもの、第三者委託業者名を誤っ

たものがあったので、適切に対処され

たい。 

（２） 対象団体において、指定管理者が第

三者委託している業務について、書面

による市の承認がないものがあったの

で、適切に対処されたい 

 

（１） 指摘事項については、「複数名のチェッ 

クの上、事業報告書における記載漏れ、

記載誤りを防ぐこと」及び「指定管理業

務と自主事業を明確に分けること」を徹

底します。 

 

 

（２） 指摘事項については、指定管理業務第 

三者委託承認依頼書を提出する際に、複

数名のチェックの上、すべての対象案件

を確実に記入するようにいたします。 

    また、事業計画書の「第三者業務委託」 

の項目と「指定管理業務第三者委託承認

依頼書」の項目が一致するように確認を

行います。 

 

【袖ケ浜デイサービスセンター】 

〇 福祉部 高齢福祉課 

  監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 対象部課において、基本協定書に定め

られた利用料金の改定について、書面上

の事務手続きにおける指定管理者への指

導が十分でなかった。また、指定管理者

から提出された利用料金改定に関する文

書について、事前の口頭による承認が実

行されていたが、事務処理の遅延や不適

切な事務処理があったので、定められた

手続きにより確実に処理されたい。    

 

（１） 料金変更に必要となる事務処理手順を 

整理するとともに次回予定される料金変

更における承認依頼期限を設け、管理者

へ事前承認を徹底するよう通知しまし

た。また、事務処理の遅延や不適切な事

務処理を生じぬよう、関連条例や基本協

定書等を改めてよく確認の上、事務処理

を進めていきます。 

 

 

○ 指定管理者：社会福祉法人恩賜財団済生会支部神奈川県済生会 

  監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 対象団体において、基本協定書に定め 

られた利用料金の改定について、書面に

よる事務手続きが適切に行われていな

かったので、定められた手続きにより確

実に実施されたい。 

 

 

（１） 平塚市からの指導を受け、改めて基本

協定等で定められる手続きの期限を確

認しました。介護報酬改定に伴う手続き

の開始と合わせて市へ承認依頼を行う

よう事務処理を見直すことにより適正

な事務の執行に努めます。 
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【馬入ふれあい公園】 

    〇 都市整備部 総合公園課 

  監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 対象部課において、基本協定書に定め 

る備品の貸出数に誤りがあったので、確

認体制を強化されたい。 

 

 

 

 

（２） 対象部課において、指定管理者から提

出された年間業務報告書について、決算

額の記載誤りや未実施事業の記載があ

ったので、確認体制を強化するととも

に、対象団体への指導を徹底されたい。 

 

 

 

 

（３） 対象部課において、自主事業への認識

不足があるとともに、指定管理者への指

導が十分でなかったため、確認体制を強

化するとともに、対象団体への指導を徹

底されたい。 

    

 

（１） 基本協定書に記載のある「別紙３備品 

の内容」を管理表として作成します。そ

の上で、貸出用備品数に変更がある場合

は、その報告を書面にて義務付け、備品

一覧表と管理表を同時に更新すること

で、貸出数に誤差が生じさせないように

します。 

（２） 決算額の記載誤りについては提出され 

た年間業務報告書と、毎月提出される月

間業務報告書に基づき集計したものと

の照合を行い、複数人による確認を行い

ます。    

また、事業の実施の有無については、

事業実施計画書と毎月提出される月間

業務報告書を照合し進捗状況を確認し

ます。 

（３） 令和５年11月24日（金）に行われた 

指定管理者定例会議において「自主事

業」と「事業」について議題とし、「指

定管理者制度運用の手引き」の該当箇所

を資料提供して、その内容を共有しまし

た。 

 

    〇 指定管理者：サカタのタネグリーンサービス・湘南ベルマーレＳＣ共同事業体 

  監査の結果 措置の内容 

（指摘事項） 

（１） 対象団体において、市に提出した年間 

業務報告書について、決算額の記載誤り

や未実施事業の記載があったので、適切

に対処されたい。 

 

 

 

 

 

（２） 対象団体において、指定管理委託料内 

での支出を伴う事業を自主事業と位置

付けていたので、適切に対処されたい。 

 

（１） 年間業務報告書の市への提出にあた 

り、馬入ふれあい公園の責任者・担当者

２名の他、共同事業体の代表企業である

サカタのタネグリーンサービス株式会

社の所管部署（指定管理者運営部）の書

面確認を受けることとし、事前の複数確

認によって収支、実施事業等、正確な記

載に努めます。 

 

（２）  事業の企画にあたり、事業運営の原資 

を指定管理料に求めるのか、それとも独

自に捻出するのか明確にし、前者を計画

事業、後者を自主事業と呼び、両者を峻

別致します。 
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（５）  決算審査（法第233条第２項） 

  ○ 令和６年度に実施した決算審査 

ア 令和５年度平塚市公営企業会計決算意見について 

地方公営企業法第 30 条第２項の規定に基づき、令和５年度平塚市病院事業決算及び平塚市下水道

事業決算について審査を行い、令和６年７月26日に意見書を提出した。 

 

（ア） 審査の結果（抜粋） 

 ａ 平塚市病院事業会計 

（ａ） 決算諸表 

審査に付された決算諸表は、地方公営企業法令等の規定に準拠し、かつ、前事業年度と同一

の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法は地方公営企業法令の定

めるところに準拠しているものと認められた。 

上記の財務諸表は、病院事業の令和６年３月 31 日現在の財政状態及び同日をもって終了し

た令和５年度の経営成績を適正に表示しているものと認められた。 

（ｂ） 業務実績 

令和５年度の病院事業は、29科の診療科、感染症病床６床を含む416床の病床数により運営 

され、年間延べ患者数は入院で109,706人、外来で186,706人となっている。 

（ｃ） 総括意見 

令和５年度の経営成績をみると、医業収益は、入院患者数は前年度から減少したものの、外来

患者数が増加したことや、入院、外来ともに診療単価が上昇したことにより前年度と比較して増

加している。一方、人事院勧告に伴う給与改定による給与費の増加や、高額薬品を使用した医療

提供などによって医業費用が前年度より増加したことで、医業損益は 20 億 1,783 万余円の赤字

となった。また、医業外収益は、新型コロナウイルス感染症関連補助金の影響で大幅に減少し、

その結果、当年度は昨年度までの黒字から一転して、７億9,568万余円の純損失となり、医業収

支比率、経常収支比率ともに前年度と比べてそれぞれ悪化した。さらに、前年度に約２億９千万

円まで圧縮した欠損金は約８億円増加して 10 億 8,125 万余円となり、自己資本構成比率も低下

した。こうした決算状況は、診療実績がコロナ禍前の状況に完全には回復していない中で、感染

症関連の補助金が激減したことに起因するものであり、これまでの決算審査においても懸念を示

してきたところである。一方で、コロナ禍前の令和元年度と比較すると、欠損金は約 45 億円減

少し、現金・預金は大きく残高を積み上げている。 

今後、多額の補助金収入が見込めない中にあっても、これまで改善してきた経営状況を継続し

ていくために、収益の要となる新入院患者の確保に向けて、昨年度に導入した手術支援ロボット

「hinotori」の活用拡大を図るとともに、地域医療機関との連携強化に努めていることは理解す

るところである。また、適正な入院期間を意識することで平均在院日数の短縮を図り、入院診療

単価の増加につなげるなど経営状況の改善に向けて取り組んでいることや、高度医療、急性期医

療を担う病院として「断らない救急」を実践していることは評価しており、引き続きこうした取

組の手を緩めることなく進めていただきたい。 

令和６年度は、医師の働き方改革推進に向けた給与費への影響や、昨今の物価上昇などの社会

情勢の変化が病院経営に大きな影響を及ぼすことが懸念される。加えて、一般会計からの長期借

入金の償還も始まる。今後も持続可能な病院経営とするために、脳卒中ホットラインや当日紹介

ホットラインなどを活用して、地域医療機関との連携をより一層強化し、新入院患者の確保に引

き続き努めるとともに、当年度に更新した統合型医療情報システムの活用などにより、さらなる

業務の効率化や職員の業務負担の軽減に努めていただきたい。そして、何よりも職員一人一人が
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コスト意識を持って経営に参画し、収入確保や経費削減による収支改善に取り組んでいくことを

期待するところである。 

最後に、市民の健康といのちを守るため、日々最前線で業務に従事していただいている職員に

深い感謝の念を表したい。令和６年２月に策定した「平塚市民病院経営強化プラン」では、引き

続き地域の中核病院として、救急医療を含めた高度医療及び急性期医療を担うと同時に、政策的

医療である小児・周産期医療や地域に不足する医療を行うこととしている。今後も患者や地域の

医療機関から信頼を得て選ばれる病院となることで経営の安定化につなげるとともに、良質な医

療を将来に渡り持続的に提供できるよう職員の確保に努めていただき、地域医療の支えとなる公

立病院としての役割を果たしていくことを望むものである。 

 

  b 平塚市下水道事業会計 

（ａ） 決算諸表 

審査に付された決算諸表は、地方公営企業法令等の規定に準拠し、かつ、前事業年度と同一

の基準に従って継続して適用されており、また、財務諸表の表示方法は、地方公営企業法令の

定めるところに準拠しているものと認められた。 

上記の財務諸表は、下水道事業の令和６年３月 31 日現在の財政状態及び同日をもって終了

した令和５年度の経営成績を適正に表示しているものと認められた。 

（ｂ） 業務実績 

公共下水道事業における水洗化人口は、前年度と比較して848人増加しており、246,393人

となっている。また、下水道使用料の対象となる有収水量は、前年度と比較して 334,865 ㎥

（1.2％）増加し、28,347,198㎥となっている。 

農業集落排水事業における水洗化人口は、前年度と比較して 27 人（1.1％）減少し、2,432

人となっている。また、処理場で処理した有収水量は前年度と比較して 2,330 ㎥（1.0％）減

少し、241,636㎥となっている。 

（ｃ） 総括意見 

令和５年度の経営成績（収益的収支）をみると、収益については、新型コロナウイルス感染

症の影響が緩和したことにより排水量が増加した結果、下水道使用料が前年度と比較し増収と

なった。また、費用については、国の補助による電気料金の安定などにより、全体として前年

度に比べ減少した。この結果、当年度純利益は前年度と比較して１億 6,792 万余円増加して４

億 8,849 万余円となり、地方公営企業法の適用以降８年連続で純利益を計上している。今後も

引き続き利益を計上し、安定した経営が継続されることを期待する。 

令和５年度の建設改良工事については、国の交付金や企業債をはじめとする財源を適切に確

保し、計画的に浸水対策工事や老朽化した管路の改築工事などを実施した。あわせて、予防保

全的な維持管理にも努め、各施設を常に良好な状態に保つことで、下水道サービスの安定的な

提供につなげている。施設老朽化への対応として、ストックマネジメント手法を活用した長寿

命化対策などを図るとともに、将来の更新費用の財源として建設改良積立金を着実に積み立て

ている点は評価できる。引き続き、将来負担に備え必要な対策に取り組まれたい。 

本市の公共下水道は、昭和39年の事業開始から既に60年を経過している。管渠老朽化率は、

令和元年度は2.6％であったが令和５年度は8.4％となっており、設備の老朽化による設備更新

需要の増大に備えて費用を確実に確保しなければならない。令和５年度の経費回収率は100％を

超え、現在は受益者負担を適正に確保できており、経営も安定しているものと認められるが、

今後人口減少などに伴う使用料収入の減少や設備更新費用の増大が見込まれること、さらには

地震や風水害など不測の事態の発生も想定に入れる必要があること、などこれらの課題認識を

しっかり持った上で、収支の将来予測を見据え長期的な視点に立った適正な料金水準について

引き続き検討を進めていただきたい。あわせて、農業集落排水についても、運営環境の変化を
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確実に捉えて、持続可能で効率的な管理手法を検討されたい。 

下水道事業が対応すべき課題は、人口減少、設備の老朽化への対応、災害への備えなど複層 

的に存在している。このような課題に対応し持続可能な下水道事業を推進するため、本市では

「平塚市新下水道ビジョン」（以下「新下水道ビジョン」という。）を策定し、事業を展開してい     

る。新下水道ビジョンの基本理念である「暮らしをささえ次世代へつなげる下水道」の実現に向

けては、経営の効率化と経営基盤の強化はもとより、下水道事業を担う人材の育成と市民理解を

深めるための情報発信も重要となる。令和６年３月に広報紙「ひらつかの下水道」を発行するな

ど下水道事業について市民の理解を深める取組も進めているが、今後も継続して情報発信に努め

るとともに、一層の経営基盤の強化や人材育成に取り組み、将来にわたりいつでも安心して下水

道が利用できる平塚市であることを望むものである。 

 

  イ 令和５年度一般会計・特別会計決算意見について 

法第233条第２項の規定に基づき、令和５年度平塚市一般会計・特別会計歳入歳出決算及び証書類

その他政令で定める書類について審査を行い、令和６年８月９日に意見書を提出した。 

 

（ア） 審査の結果（抜粋） 

審査に付された各会計決算書及び政令で定める書類の記載事項と記載様式については、いずれも

関係法令に準拠して適法に処理され、かつ正確に表示されているものと認められた。 

また、予算の執行状況についても、審査した限りにおいて、適法であり、おおむね適正に執行さ

れ、その目的は達成されたものと認められた。 

ａ 決算状況 

令和５年度の一般会計当初予算額は876億1,000万円で、これに前年度からの繰越財源充当額

34億2,433万余円を加え、137億3,100万余円の増額補正をした結果、最終的な予算規模は、1,047

億6,534万余円となった。これに特別会計予算924億1,491万余円を加えた総予算額は1,971億

8,026万余円であった。 

一方、決算額は、一般・特別会計を合わせて歳入1,888億5,077万余円、歳出1,838億5,933

万余円となり、前年度に比べ歳入は24億4,152万余円（1.3％）、歳出は12億9,262万余円（0.7％）

それぞれ減少した。歳入から歳出を差し引いた形式収支は、49億9,144万余円の黒字であった。

また、形式収支から翌年度への繰越財源を差し引いた実質収支は42 億 5,117 万余円の黒字とな

り、今年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は10 億 3,414 万余円の赤

字となった。 

ｂ 普通会計 

   普通会計における決算状況を主な財政分析指数でみると、財政力の強弱を示す財政力指数は、

過去３年間平均で0.943と前年度に比べ0.010ポイント低下し、平成22年度から14年連続して

地方交付税（普通交付税）の交付団体となっている。公債費比率は6.4％となり、前年度に比べ

0.2ポイント改善した。また、財政構造面での弾力性を示す経常収支比率は96.4％で前年度から

0.3ポイント改善したものの、引き続き財政の硬直化した状態が続いている。 

     歳入を財源別に前年度と比較すると自主財源は 558 億 6,913 万余円で、21 億 6,059 万余円

（3.7％）減少している。これは主に、市税が12 億 4,948 万余円増加したものの、繰入金が24

億1,769万円、財産収入が５億390万余円、諸収入が３億5,223万円減少したためである。 

依存財源は428億 6,361 万余円で前年度に比べ４億7,510 万円（1.1％）増加している。これ

は主に、国庫支出金が８億2,504万円減少したものの、県支出金が４億6,498万余円、地方債が

３億7,240万円、地方交付税が２億2,267万余円、株式等譲渡所得割交付金が１億3,575万余円

増加したためである。 
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これらを合わせた歳入総額は前年度に比べ16億8,549万余円（1.7％）減少し、自主財源の比

率は1.2ポイント低下して56.6％となった。 

歳出における経常的経費は784億4,174万余円で、前年度に比べ12億1,042万余円（1.6％）

増加している。そのうち義務的経費は、扶助費が増加したことにより10億8,228万余円（2.2％）

増加している。 

臨時的経費は168億1,003万余円で、前年度に比べ20億6,739万余円（11.0％）減少してい

る。これは主に、扶助費が７億8,786万余円、積立金が４億8,142万余円、普通建設事業費が３

億1,933万余円増加したものの、物件費が23億5,841万余円、補助費等が13億7,648万余円減

少したためである。 

これらを合わせた歳出総額は前年度に比べ8億5,697万余円（0.9％）の減少となった。 

ｃ 一般会計 

一般会計についてみると、歳入総額は987億5,506万余円で、前年度に比べ18億2,465万余

円（1.8％）、歳出総額は952億7,409万余円で、前年度に比べ９億9,613万余円（1.0％）それ

ぞれ減少した。実質収支については 27 億 4,069 万余円の黒字となり、単年度収支は７億 1,377

万余円の赤字となった。また、実質単年度収支は４億5,018万余円の赤字となった。 

歳入において主体となる市税の収納率は 98.5％で、前年度に比べ 0.3 ポイント上昇し、収入

未済額は１億1,797万余円（15.7％）減少して、６億3,136万余円となった。なお、不納欠損額

は前年度に比べ314万余円（4.2％）減少し、7,179万余円となった。 

一方、歳出予算の執行率は90.9％で、前年度に比べ1.2ポイント低下した。未執行額は94億

9,125万余円であったが、このうち翌年度への継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額及び事故繰

越額は51億9,913万余円で、前年度より17億7,479万余円（51.8％）増加した。 

  ｄ 特別会計 

特別会計については、５会計合計の歳入総額は900億9,571万余円で、前年度に比べ６億1,686

万余円(0.7％)減少した。また、歳出総額は885億 8,523 万余円で、前年度に比べ２億9,649万

余円(0.3％)の減少となり、歳入歳出ともにそれぞれ前年度を下回った。実質収支は15億1,047

万余円の黒字で、単年度収支は３億2,037万余円の赤字となった。 

     競輪事業特別会計では、第77回日本選手権競輪を平塚競輪場で開催したことなどにより、実

質収支は４億4,078万余円の黒字、単年度収支は１億5,152万余円の赤字となった。また、一般

会計に５億円を繰り出した。 

     国民健康保険事業特別会計では、実質収支は 831 万余円の黒字で、単年度収支は１億 3,488

万余円の赤字となった。国民健康保険税の収納率は 78.2％で、前年度と比べ 0.4 ポイント上昇

し、収入未済額は3,614万余円（2.6％）減少した。 

水産物地方卸売市場事業特別会計では、実質収支は 25 万円の黒字で、単年度収支は０円とな

った。 

     介護保険事業特別会計では、実質収支は９億2,778万余円の黒字で、単年度収支は4,971万余

円の赤字となった。介護保険料の収納率は 98.3％で、前年度と比べ 0.1 ポイント上昇し、収入

未済額は332万余円（5.0％）減少した。 

後期高齢者医療事業特別会計では、実質収支は１億3,334万余円の黒字で、単年度収支も1,574

万余円の黒字となった。 

令和５年度の一般会計から全特別会計への繰入金は、総額で61億 5,997 万余円となり、前年

度と比較すると 8,512 万余円（1.4％）増加した。これは主に、国民健康保険事業特別会計が１

億 1,107 万余円（5.6％）増加したためである。特別会計は、特定の収入をもって特定の支出に

充てることが原則であり、各会計にあっては自主･独立性を高め、それぞれの設置目的に沿った

サービスの向上と効率的な事務執行を図り、一般会計からの繰入れを極力縮減するよう努められ

たい。 
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ｅ 総括意見 

令和５年度は、５月に新型コロナウイルスが感染症法上、季節性インフルエンザと同じ５類感

染症に移行され、行動制限が無くなったことなどにより、市民生活もコロナ禍前の状況に戻りつ

つあった。社会活動や経済活動が活発化する一方で、ウクライナ情勢や円安などによる物価高騰

が続き、企業や家計の負担が増す状況でもあった。また、令和６年１月に能登地方で最大震度７

の地震が発生し、多くの方が被災され、道路や上下水道などのインフラも甚大な被害を受けた。 

こうした状況にあった令和５年度の一般会計・特別会計を合わせた決算額は、歳入歳出ともに 

減少し、単年度収支では、一般会計は前年度の黒字から赤字に、特別会計は前年度に引き続き赤

字となった。また、財政構造の弾力性などをみると、経常収支比率は前年度に比べ0.3ポイント改

善したとはいえ、96.4％と高い数値であり、財政力指数も低下するなど財政構造は依然として硬

直化した状態が続いている。財政の硬直化は、本市のみならず多くの自治体共通の課題となって

おり、国における抜本的な対策を望むところではあるが、安定した市民生活のために、まずは本

市として、引き続き歳入・歳出の両面から財政基盤の強化に努めていただきたい。 

歳入においては、自主財源である市税が増収となったものの、公共施設整備保全基金からの繰

入金が減少したほか、新型コロナウイルス感染症関連の国庫補助金などが減少した結果、全体と

して前年度より減少した。なお、歳入の多くを占め、収入未済額も多額な市税及び国民健康保険

税の収納率は、前年度より向上し、収入未済額も減少した。安定した財政運営のためには自主財

源の確保が重要であり、負担の公平を図るためにも、引き続き、納税者などの実情に応じた適切

な対応を行いつつ、効果的かつ公平な歳入確保に努められたい。 

歳出においては、人件費、物件費、補助費などの減少により全体として前年度と比較して減少

したものの、扶助費は増加した。高齢化の進展や子育て環境の整備などにより、扶助費の増加傾

向は今後も続くものと推察する。人件費については、定年の段階的な引き上げによる退職手当の

影響などで減少したものであり、年度により人件費の増減発生が予測される。こうした様々な要

因を的確に分析し、長期的な視点に立った計画的な財政運営に努められたい。また、子ども子育

てなど全国一律での対応が望ましい施策に係る財源については、国において適切に確保するよう、

他自治体とも連携して国へ強く働きかけることを期待するものである。 

基金については、財政調整基金現在高が令和６年３月末日では前年度より約６億円減少して71

億3,262万余円となったが、５月末日の現在高は、出納整理期間中の動きにより約２億６千万円増

加して73億9,621万余円となった。なお、基金全体では令和６年３月末日の現在高は231億6,049

万余円となっている。基金の設置目的に沿った適切な活用を図るとともに、基金の運用に当たっ

ては、安全性と流動性を確保しながら効率的な運用の継続に努められたい。また、地方債現在高

は、前年度から約26億２千万円減少して527億8,180万余円となった。地方債現在高は前年度に引

き続き減少している一方で、学校給食センターの整備・運営などにより債務負担行為に基づく支

出予定額は増加した。いずれも将来の財政負担となるものであり、これらの数値の動向を注視し

ながら財政運営に努める必要がある。 

その他、年間を通じた監査の過程で留意を要する事項が見受けられたので、次の事項について

要望する。 

事務執行における指摘事項について、過去に公表された監査結果と同様の指摘を受ける事案が

散見された。令和５年度から導入されたチーム制を活用するなどして、個人任せではなく組織と

して誤りを防止できる体制を構築されたい。また、令和５年度の行政（重点）監査において現金

の管理・取扱いを確認した。市全体としてはマニュアルの整備などが進み、ほとんどの所属で適

切な運用がなされていたが、一部改善を要する事案も見受けられたので、早急な対応を要望する。 

本市では、令和６年２月に「平塚市総合計画～ひらつかVISION～」（以下「新総合計画」とい

う。）を策定し、「市民が幸せに暮らすまち」の実現を目指し、様々な取組を進めている。新た

な拠点の整備などにより企業の転入が進むとともに、人口の社会増減も転入超過が続くなど、こ
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れまでの施策の効果が表れているところではあるが、社会経済環境の変化はめまぐるしく、市民

ニーズや解決すべき課題も多岐にわたる。特に、人口減少の進行は避けることは難しく、新総合

計画においても人口減少の緩和と人口減少に適応していくための施策を本格的に進める必要があ

るとしている。こうした大きな課題に対応するためにも、これまでの取組の効果をしっかりと検

証した上で、長期的な展望をもって、それぞれの施策を展開していただきたい。 

令和５年度は関東大震災から100年となる節目の年であった。近年、気候変動に伴う災害の激甚

化・頻発化に加え、甚大な被害を及ぼす地震が全国的に観測されている。将来的に発生が危惧さ

れる非常時を見据え、日頃から当事者意識を持ち、様々な面での備えを怠ることなくこれまでの

取組を更に加速させ、市民が安心して暮らせるまちであり続けられるよう不断の努力を望むもの

である。 

 

（６）  財政健全化審査（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項、第 22 条第１項） 

ア 令和５年度健全化判断比率及び資金不足比率について 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定に基づき、令

和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載

した書類について審査を行い、令和６年８月９日に意見書を提出した。 

 

イ 健全化判断比率審査の結果 

審査に付された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正

に作成されているものと認められた。 

健全化判断比率 令和５年度 令和４年度 早期健全化基準 説 明 

ア 実質赤字比率 － － 11.25％ 

一般会計等を対象とした実

質赤字の標準財政規模に対

する比率 

イ 連結実質赤字比率 － － 16.25％ 

全会計を対象とした実質赤

字（又は資金の不足額）の標

準財政規模に対する比率 

ウ 実質公債費比率 5.0％ 4.7％ 25.0％ 

一般会計等が負担する元利

償還金等の標準財政規模に

対する比率 

エ 将来負担比率 14.5％ 22.5％ 350.0％ 

一般会計等が将来負担すべ

き実質的な負債の標準財政

規模に対する比率 

（注１）早期健全化基準：市の標準財政規模に応じた基準 

（注２）実質赤字比率、連結実質赤字比率については、赤字となっていない場合は「－」で表示される。 
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ウ 資金不足比率審査結果 

審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作

成されているものと認められた。 

 

比率名 令和５年度 令和４年度 経営健全化基準 説 明 

ア 資金不足比率 － － 20.0％ 
資金の不足額を事業の規模

で除して得た比率 

（注）資金不足比率については、資金不足が生じていない場合は「－」で表示される。 

 

 

（７）  現金出納検査（法第235条の２第１項） 

   当該検査の月の前々月分を対象として、毎月、一般会計・特別会計（所管：会計課）、病院事業会計

（所管：市民病院）、下水道事業会計(所管：下水道経営課、下水道整備課)を行った。 

ア 現金出納検査の結果 

（ア） 一般会計・特別会計 

現金の現在高、収入事務、支出事務について適正に処理されていると認められた。 

（イ） 病院事業会計 

    会計事務処理、流動資産等については適正に処理されていると認められた。 

（ウ） 下水道事業会計 

会計事務処理、流動資産、流動負債等について適正に処理されていると認められた。 
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２ 住民監査請求（法第242条第１項）  

普通地方公共団体の住民は、長若しくは委員会又は職員について、違法若しくは不当な公金の支出、財

産の取得、管理若しくは処分、契約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担があると認める

とき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実があると認めると

きは、これらを証する書面を添え、監査委員に対し、監査を求め、必要な措置を講ずべきことを請求する

ことができる。 

この請求は、普通地方公共団体の職員による違法又は不当な行為等により普通地方公共団体が損失を被

ることを防止するために、住民が、住民全体の利益を確保する見地から、職員の違法、不当な行為等の予

防、是正を図ることを目的としている。 

  なお、令和５年度の住民監査請求の事例はなかった。 

（１） 年度別請求件数等(過去５年間)  

年度 請求件数 

処理結果 

取り下げ 
勧告 

(請求に理由があ

ると認める場合) 

請求棄却 

(請求に理由がない 

と認める場合) 

請求却下 

(請求要件を欠く

場合) 

令和元 ４ ― ２ ２ ― 

令和２ ３ ― ２ ３ ― 

令和３ １ ― ― １ ― 

令和４ ― ― － ― ― 

令和５ ― ― ― ― ― 

（注）１件の請求の中で複数の主張がされた場合において、主張内容により処理結果が異なるときは、それ

ぞれの処理結果を計上するため、請求件数と処理結果の計が一致しないことがある。 

 

（２） 請求事案及び処理結果(過去５年間) 

請求年月日 事案 通知年月日 処理結果 

令和元.７.29 高村公園倉庫設置費用に関する請求 令和元.８.９ 却下 

令和元.10.15 退職手当の返納請求に関する請求 令和元.12.９ 棄却 

令和元.11.19 し尿収集運搬業務委託料に関する請求 令和２.１.14 棄却 

令和元.12.12 高村公園設置倉庫の撤去に関する請求 令和２.１.14 却下 

令和２.11.５ 
湘南海岸公園龍城ケ丘ゾーン整備・管理運営事業における

委託料に関する請求 
令和２.12.21 

一部却下 

一部棄却 

令和２.11.５ 
湘南海岸公園龍城ケ丘ゾーン整備・管理運営事業における

報酬に関する請求 
令和２.12.21 

（受理後）

却下 

令和２.11.５ 
湘南海岸公園龍城ケ丘ゾーン整備・管理運営事業における

報償費に関する請求 
令和２.12.21 

一部却下 

一部棄却 

令和３.６.４ 平塚市議会議員に対する措置請求 令和３.６.30 却下 
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３ 監査の体制 

（１） 監査委員（４人）（令和６年10月１日現在） 

○ 識見監査委員 

代表監査委員（常勤）市 川 喜久江（令和３年12月20日就任） 

監査委員    城 田 孝 子（令和４年12月１日就任） 

○ 議選監査委員 

      監査委員    山 原 栄 一（令和５年５月18日就任） 

      監査委員    秋 澤 雅 久（令和５年５月18日就任） 
              

（２） 監査委員事務局（９人）（令和６年10月１日現在） 

事務局長 

    ｜ 

 （監査担当） － 主管（担当長） － 主管（１） － 主査（４） － 主任（２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


